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当社取締役会の実効性に関する評価結果の概要について 

 

古河電気工業株式会社 

 

 当社では、取締役会の機能向上を図ることを目的として、取締役会が適切に機能しているかを検証し、その結果を

踏まえて問題点の改善や強みの強化に必要な措置を講じていくという継続的なプロセスにより、2015 年度から毎年、

取締役会の実効性に関する分析・評価を行っております。本年度より、監査等委員会設置会社に移行したことを踏ま

え、コーポレートガバナンスの更なる深化・実質化を図る観点から、外部専門機関の助言を得て、アンケート内容を大

幅に変更し、中期的視点での課題抽出と改善の方向性について深掘りすることでより本質的・多面的な意見・提言を

吸い上げるものとしております。 

この度、2025年度の分析・評価が完了しましたので、以下のとおり、その概要を開示いたします。 

 

本年度の分析・評価の方法 取締役の全員にアンケートを実施したうえで、その集計結果に基づき、事前説明会および

意見交換会で複数回意見交換を行った後、取締役会において取締役会の実効性に関する

議論を実施しました。 

なお、集計結果のより深い理解を目的に、取締役全員を対象とした取締役会議長による個

別インタビューを実施（取締役会議長に対しては幹事社外役員が実施）し、その結果を上記

取締役会で共有しております。 

アンケート項目 Ⅰ．中長期経営方針や当社グループのあるべき姿の構築、中長期目線での成長の追求 

Ⅱ．コンプライアンスの遵守、リスクへの対処方針決定 

Ⅲ．経営人材の確保・育成に係る適正な活動の実現、持続 

Ⅳ．対外活動の実施（株主等のステークホルダーへの説明責任の遂行） 

Ⅴ．ガバナンス体制・会議運営 

評価結果の概要 当社取締役会は、前年度の実効性評価の結果を踏まえて実効性向上に向けた施策に取

り組んでおり、経営陣による適切なリスクテイクの後押しや指名・報酬の議論といっ

た基本的役割を果たしていること、また業務執行において社外役員の豊富な経験およ

び高度な知見に基づく有益な提言・指摘等が反映されていることがあらためて確認で

き、本年度においても取締役会の実効性が確保されているものと分析・評価しており

ます。 

 



〔2024年度〕 

１．2024年度の取組み方針・評価結果 

 取組み方針 評価結果 

(1)中期経営計

画、事業ポー

トフォリオの見

直し 

➢「ビジョン 2030」の達成に向けた全社戦略、事業ポ

ートフォリオマネジメントの実施状況、2030 年に目

指す事業/製品群ポートフォリオの具体化に向けた

取組み状況等についての議論を実施する。 

➢上記議論を実施するための取締役会における議

題計画を策定し、必要な審議時間を確保する。 

➢取締役会意見交換会を開催し、パーパスに基づい

た経営、理念体系、価値創造プロセス、経営上の重

要課題、事業/製品群ポートフォリオに基づいた戦略、

注力投資分野、財務目標等について効果的な議論

が行われている。 

➢上記議論および個別案件を含め計画的に議題計画

を策定し、必要な審議時間が確保されている。 

(2)取締役会の

運営関連 

➢引き続き、適宜意見交換・議論を行う場を設ける。

併せて、取締役会メンバー以外の役職員も含めて

の交流や情報交換の機会を増やす。 

➢取締役会メンバー以外の執行役員・担当部長等を

交えた意見交換会（昼食会、対話会を含む）等、対

話・情報交換の機会を複数設け、これらの機会を通じ

て取締役会での議論の質の向上が図られている。 

２．その他、継続的に対応する課題・施策 

 取組み方針 評価結果 

(1)取締役会の

構成、指名・

報酬委員会関

連 

➢指名・報酬委員会の議論の深化に継続的に取り組

む。 

➢指名・報酬委員会で機関設計変更後の取締役会の

構成や報酬制度について深度ある議論が行われて

いる。審議事項については取締役会に定期的に報告

が行われている。 

(2)リスクマネジメ

ント関連 

➢地政学的リスクなど外部環境の変化に対応するた

めに、引き続き、リスク認識をアップデートする。 

➢重点分野のリスク耐性を高めるため、リスクが発現

した場合の対策を立案・準備する。 

➢リスクマネジメント委員会で外部環境の変化を踏まえ

てリスク認識のアップデートが行われ、リスクマネジメ

ント体制の強化に向けた取組みが進んでいる。 

➢アップデートされたリスク認識のもと、重点分野にお

けるリスクが顕在化した場合の対策を強化した。 

(3)サステナビリ

ティ関連 

（ ESG ・ SDGs

を含む） 

以下の項目について取締役会に報告し、議論を実

施する。 

➢サステナビリティに関する重要な分野について、具

体的なマイルストーンを設定し、積極的に推進す

る。 

➢サステナビリティに関する重要課題について、経営

戦略と更に一体化させ事業運営に反映させる。 

➢サステナビリティに関する重要な分野について、目

標値を設定し、有価証券報告書にて開示している。 

➢サステナビリティ委員会で重要課題等について開示

の在り方を含め検討が行われ、当該結果について取

締役会で報告し、議論を実施することで中長期の経

営戦略と一体化されつつある。 

 

〔2025年度〕 

１．2025年度の重要課題、特に注力する施策 

 取組み方針 

(1) 中長期 

経営方針 

➢新たな機関設計（監査等委員会設置会社）の下、経営陣への更なる権限委譲や会議運営の高度化を通じ

て業務執行力の強化を推進し、取締役会が経営方針や全社戦略を中心とした議題についてより本質的な

議論ができる体制を構築する。 

➢全社戦略に対応する新たな成果指標や重要 KPI を通じたモニタリングの深化により、取締役会の監督機

能の強化・高度化を推進する。 

(2) コンプライア

ンス・リスク

マネジメント 

➢経営上の重要課題と連動する形で ERM活動を経営戦略に反映する。 

➢個別リスク発現時にはスリーラインが連携し適時会議体で報告、更なる迅速な情報共有化を図る。 

(3) 経営人材の 

確保・育成 

➢次世代経営人材の発掘・育成を強化する（若年層からの発掘施策強化、育成研修の継続実施、タフアサイ

ンメントを含む人材ローテーションの加速等）。 

(4) 株主等との 

対話 

➢社外取締役と機関投資家等との対話機会の継続や内容の拡充を図る。 

➢経営・事業戦略等を踏まえた情報開示や IR イベント開催内容の充実を図る。 

(5) ガバナンス体

制・ 

会議運営 

➢より適切なアジェンダセッティング（戦略議論の更なる拡充、議題選定プロセスの見直し等）を行う。 

➢取締役会実効性評価の充実化（客観性・透明性の観点からインタビューを含む評価プロセスに外部専門

機関の活用拡大を検討等）に取り組む。 

以 上 


